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まえがき 

この規格は，一般社団法人日本溶接協会の定款及び諸規定に基づいて，規格案が作成され，パブリック

コメント公募を経て規格委員会の審議及び理事会によって承認された日本溶接協会規格（以下，WES とい

う。）である。これによって WES 2808:2003 は改正され，この規格に置き換えられる。 

今回の改正では，鋼材の適用強度クラス，構造部位の適用対象の範囲拡大と，破壊力学の発展に基づく

評価精度向上を目的とし，溶接部も含めた評価手順として適用できるようにした。 

当協会は，この規格に関する説明責任を有するが，この規格に基づいて使用又は保有したことから生じ

るあらゆる経済的損害，損失を含め，一切の間接的，付随的，また結果的損失，損害についての責任は負

わない。また，この規格に関連して主張される特許権及び著作権等の知的財産権の有効性を判断する責任

も，それらの利用によって生じた知的財産権の侵害に係る損害賠償請求に応ずる責任ももたない。そうし

た責任は，全てこの規格の利用者にある。 

この規格の内容の一部又は全部を他書に転載する場合には，当協会の許諾を得るか，又はこの規格から

の転載であることを明示のこと。このような処置がとられないと，著作権及び出版権の侵害となり得る。 
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WES 2808：2017 
日 本 溶 接 協 会  規 格 

動的繰返し大変形を受ける溶接鋼構造物の 

ぜい性破壊性能評価方法 
Method of assessing brittle fracture in steel weldments 

subjected to large cyclic and dynamic strain 

序文 

 この規格は，地震により動的繰返し大変形を受ける溶接鋼構造物のぜい性破壊に対する性能を，破壊力

学パラメータとして亀裂先端開口変位（CTOD）を用いて評価する手法を規定するものである。2003 年に

発行された初版では，400〜590 N/mm2 級鋼溶接構造物を対象としていたが，780 N/mm2 級鋼溶接構造物ま

でに適用範囲を拡大し，さらに最近の破壊力学の発展をふまえて評価精度の向上を図るべく，規格の改正

を行った。 

1 適用範囲 

 この規格は，400～780 N/mm2 級厚鋼板及び H 形鋼で製作された建築鉄骨や橋りょうなどの溶接構造物の，

動的繰返し大変形によって応力・ひずみ集中部から生じるぜい性破壊を対象とする。 

構造要素に生じる亀裂は，部材側面（端部）の表面亀裂，貫通亀裂，及び部材中央部の表面亀裂を対象

とする。溶接継手は，溶接金属の母材に対する強度比の範囲が 0.9〜1.5 程度のものを対象とする。この規

格の評価対象部におけるひずみ，ひずみ速度，亀裂寸法，部材厚さの適用範囲を表 1 に示す。 

 

表 1 ひずみ，ひずみ速度，亀裂寸法及び部材厚さの適用範囲 

評価項目 適用範囲 

ひずみ（局所ひずみ elocal）1) 約 10 %以下 

ひずみ速度 2) 約 100 % /s 以下 

予ひずみεpre, local3) 鋼材の一様伸び以下 

亀裂長さ c 

端部表面亀裂 12 mm 以上 

中央表面亀裂 8 mm 以上（半長） 

端部貫通亀裂 2.5 mm 以上 15 mm 以下 

表面亀裂深さの部材厚さとの比 a / t  0.04 ≤ a / t ≤ 0.24 

部材厚さ t 4) 12.5 mm ≤ t ≤ 50 mm 

注 1) 破壊時の負荷サイクルにおいて生じる局所ひずみ 
 2) 破壊時の負荷サイクルの局所ひずみ速度 
 3) 破壊の前負荷サイクルまでで生じる局所予ひずみ 
 4) 表面亀裂が存在する部材の厚さ 

 




